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定住緊急支援事業計画の実績に関する評価

平成２７年１２月
福島県　田村市



（様式１）

1）事業の実施概要 （単位：千円）
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２）事業計画に記載した地域の復興における支障の解決に係る目標（注７）

基準年度 目標年度 確認年度

目標１ 5年男子93%、女子97% ２５年度 男子：100％、女子100％ ２７年度 男子：99％、女子：99％ ２７年度
男子：86％、女子：
67％

A-1-1
A-1-2
A-1-3

◆A-1-1-1

目標2 男子：24.6％、女子14.1％ ２５年度 男子：15％、女子：10％ ２７年度 男子：20.1％、女子9.9％ ２７年度
男子：47％、女子
102％

A-1-1
A-1-2
A-1-3

◆A-1-1-1

目標3 園庭１周のかけっこができる。 ２５年度 園庭２周のかけっこができる。 ２７年度 園庭１周半のかけっこができる。 ２７年度 50%
A-1-1

◆A-1-1-1

目標4 600（人/月） ２５年度 3,600（人/月） ２７年度 3,687(人/月) ２７年度 103%

A-1-1
A-1-2
A-1-3

◆A-1-1-1

目標５

遊具の更新によって子どもたち
が安心して遊べる環境が整備さ
れ、遊具の利用が増加した結
果、体力の向上が図られたこと
を確認した。
目標未達成の要因は、当初の
想定よりも事業効果の発現にか
かる時間を要したためと考えて
いる。

○引き続き遊具を活用して持久力を養い、かけっこ園庭３周
を目指す。
○目標達成に向け、今後もフォローアップを行う。

○体力・運動能力の全種目において全国平均レベルとなる
よう、低学年から遊具を利活用した体力向上について指導。
また、家庭と連携して、日常生活における運動機会確保につ
いて啓発。
○目標達成に向け、今後もフォローアップを行う。

○肥満傾向児出現率が10%前後となるよう、低学年から遊具
を活用した運動習慣の形成について指導。また、家庭と一体
となった望ましい生活習慣の形成について啓発。
○目標達成に向け、今後もフォローアップを行う。

全国体力・運動能力調査における小学5年生の
体力合計点の全国比達成率

小学5年生の肥満傾向児出現率
文部科学省「全国体力・運動能力調査」（Ｈ25）及

び県「児童生徒の肥満に関する調査」（Ｈ27）

文部科学省「全国体力・運動能力調査」

各農村公園の遊具更新による運動環境の充実したこと並び
に定期的な整備実施による安全な使用環境が確保されてい
ることを広報紙等を活用し住民に周知し、より一層の公園利
用者増加を図る。

農村・森林公園の利用者数

保育園3歳児のかけっこ記録会の結果
保育士により聞き取り調査とかけっこの記録会実

施

遊具の更新によって子どもたち
が安心して遊べる環境が整備さ
れ、遊具の利用が増加した結
果、体力テストの結果の向上が
図られたことを確認した。
目標未達成の要因は、当初の
想定よりも事業効果の発現にか
かる時間を要したためと考えて
いる。

遊具の更新によって子どもたち
が安心して遊べる環境が整備さ
れ、遊具の利用が増加した結
果、肥満児が減少し、女子は設
定目標を達成した。
男子の目標未達成要因は、当
初の想定よりも事業効果の発現
にかかる時間を要したためと考
えている。

公園が所在する行政区長に利用状況を聞取り

遊具の更新によって子どもたち
が安心して遊べる環境が整備さ
れた結果、利用者数が増加し
た。

従前値

指標 モニタリング方法
効果発現要因
（総合所見）

備考（注８）達成度 今後の対応

～

事業名
（注２）

地区名
施設名

基幹/
効果促進

実施後の値

年度事業費（注５）
評価

実施時期（注６）
その他

定住緊急支援事業計画に基づく事業等の評価一覧
平成２７年１２月時点

No.
事業番号

（注１）

事業
実施
主体

全体事業費
（注３）

全体事業
期間

（注４）

5

2 A -

田村市立古道小学校外１６施設

三世代ふれあい交流館外２施設

1 A - 1 -

- 21

4 ◆ A - 1

1

平成２７年１２月(23,936)

23,936

市 25  ～  26

25  ～  26
田村市立小学校・幼稚園・保育所
等遊具更新事業

田村市児童館遊具更新事業

基幹

基幹

平成２７年１２月

平成２７年１２月

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

- - 1

市 25  ～  26

市 25  ～  26

(173,937)

173,937

3

平成２７年１２月(159,750)

159,750

市

3 A - 1 -

(615)

615

田村市立幼稚園・小学校1 学校屋外遊具活用促進事業 効果促進

田村市農村公園等遊具更新事業 基幹広瀬農村公園外７施設

目標値



３）その他目標（２）に掲げたもの以外の目標）（注７）

基準年度 目標年度 確認年度

目標１

目標2

目標3

目標４

目標５

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は定住緊急支援事業計画に記載された事業名を記載する。

（注３）「全体事業費」は、「全体事業期間」を通じての全ての事業費と交付対象事業費をそれぞれ記載する（交付対象事業費は（）で記載）。

（注４）「全体事業期間」は、事業着手年度から全ての事業内容が完了する年度までを記載する。

（注５）「年度事業費」は、事業着手から事業完了年度までの各年度の交付対象事業費と全ての事業費をそれぞれ記載する（交付対象事業費は（）で記載）。

（注６）「評価実施時期」は、定住緊急支援事業計画に基づく事業等が完了した日の属する年度の翌年度の12月末日までの実施した時期を記載する。

（注７）２)には定住緊急支援計画上記載した内容を、３）には定住緊急支援計画上全く記載をしていないものの、今回の整備により期待される効果があれば記載する。

なお、A-1,B-1,2,C-1事業については、子どもたちが十分に運動する機会の確保の観点、C-2,C-3については子育て世帯の定住に資する観点から、維持管理や運営の視点、ソフト事業との相乗効果などの面も含め目標を記載する。

（注８）「備考」の欄には、当該目標の評価対象となる事業番号を記載する。

指標

従前値 目標値 実施後の値

モニタリング方法
効果発現要因
（総合所見）

備考（注８）達成度 今後の対応



（様式２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　個別事業等実績評価シート 平成２７年１２月時点

福島県 交付期間 160,365千円

田村市 実績評価実施時期 Ａ－１－１、◆Ａ－１－１－１

1）事業の実施概要

（注１）様式１の２）に掲げた目標のうち、本様式に記載する事業に係るものを記載する。

（注２）様式１の２）に掲げた目標が複数の事業等を一体的に実施することで達成されると想定される場合、関連する事業等を総括した全体評価による記載も可とする。

効果、変化を踏まえた今後の方策（改善策を含む）（注２）

○体力・運動能力の全種目において全国平均レベルとなるよう、低学年から遊具を利活用した体力向上について指導。また、家庭と連携して、日常生活における運動機会確保について啓発。
○肥満傾向児出現率が10%前後となるよう、低学年から遊具を活用した運動習慣の形成について指導。また、家庭と一体となった望ましい生活習慣の形成について啓発。

事業計画に記載した地域の復興における支障を解決するための目標（注１）（注２）

○　田村市内の小学校・幼稚園・保育所１７か所における遊具を更新することにより、放射能の不安から外遊びの機会が失われていた子どもの運動機会の増加を図り、子どもたちの体力を向上させる。

【区域全体図】 【事業詳細】
（１）事業概要
　小学校１１施設、幼稚園４施設、保育所３施設内にある屋外遊具の鉄棒、ブランコ等を更新し、園児児童、保護者ならびに教職
員の不安を払拭し、安心して運動できる環境を整える。
　また、「学校屋外遊具更新事業」の効果をより高めるためには、幼児や児童の運動への興味・関心を高めるとともに、望ましい
運動の仕方を理解させる必要がある。そのため、オリンピック経験者や運動方法や理論に精通した大学の教授等を講師として、
幼児への実技指導や教員を対象とした指導方法に関する実技研修会等を行う。

（２）事業の実施状況
　事業発注の入札を平成２６年２月２７日に実施。平成２６年２月２８日に契約。平成２６年９月３０日完了。
　遊具更新後には、公立幼稚園においては、体育専門指導員により遊具を使った効果的な遊び方について園児に直接実技指導
を各幼稚園において２回実施し、遊具を活用しながら楽しく遊び、体力を向上させる運動について指導いただいた。
　小学校においては、大学の体育専門の教授から、遊具活用の効果と体力づくりについて、小学校教員を対象とした講演と実技
指導を実施した。体力向上における遊具の効果と安全性について具体的に指導をいただき、各担任が児童の実態に合わせた指
導を考えるのに役立った。また、小学校等において、整備した屋外遊具を活用した効果的な遊び方や運動及び研修会を実施する
ことで、子どもたちの体力の向上を図る効果を得ることができた。
　以上のように遊具更新を実施したことにより、子供の運動機会の向上が図られ、その活用方法についても指導を受けたことに
よって、より遊具の有効な活用ができている。
　
（３）人口流出及びそれにより生じている地域の振興における支障との関係の評価年度時点での情報を記載
　平成２６年４月１日に本市における避難指示が解除されたが、人口については、原子力災害前後で市の人口４０,４２２名（平成２
２年度国勢調査）の１．０４％にあたる４２１名（全国避難者システム）が平成２６年度１２月１日時点で市外避難しており、市内避
難者を合わせて１，８７３名（田村市災害対策本部調）震災前の人口の４．６３％が避難生活をしている。平成２７年１２月１日現在
は、市外避難者が３２４名であり、市内避難者を合わせて１，４６２名となっている。
　小学校の児童数は平成２３年３月１日時点で２,２８７名が、平成２５年８月１日時点１,９６２名であり、３５２名、１４．２％の減少で
あり、幼稚園は平成２３年３月１日時点２９０名が、平成２５年８月１日時点２６３名と、２７名１０％の減少となっている。平成２７年
５月１日現在では、小学校児童数１，８１６名、幼稚園児２４０名である。
　平成２５年度の全国体力･運動能力調査の結果では，小学校第５学年において全国平均に達していない種目は、男子が８種目
中７種目、女子が８種目中６種目であった。平成２３年度以降、小学校低・中学年において、屋外での運動機会が減少したため、
５０m走に見られるスピード、２０mシャトルランに見られる全身持久力の低下が顕著であった。
　平成２６年度に遊具更新が実施され、同時に公立幼稚園の園児に対する体育指導、小学校の教員を対象にした遊具の安全利
用と運動身体づくりプログラムの研修会を実施した。遊具更新により、外遊びの機会が増え、園児･児童の体力も徐々に向上して
いる。また、平成２７年度の全国体力・運動能力調査の結果では、小学校第５学年において、男子が８種目中３種目、女子が８種
目中４種目において全国平均を上回った。８種目を総合した体力合計点において、全国平均を５０としたときの市の値は、男子に
おいて４６（H２５)から４９(H２７)へ、女子は４８(H２５)から５０（H２７) へと、全国平均レベルまで回復している。

（４）その他
　　　効果促進事業における体育専門指導員による園児への実技指導風景（大越こども園、平成２６年１０月）

○劇的に体力が向上したことはないが、休み時間や放課後に遊具を使用している児童や園児の姿が多く見られるようになったことで、全国体力・運動能力調査体力合計点の全国比達成率が向上した（２５年度男子９３％、女子９７％→２７年度男女とも９
９％）。また、遊具を更新したことで、保護者からの評価も良かった。
○大学教授を招いて、遊具の効果と安全な使用について講習会を開催したことにより学校において積極的に遊具活用が図られた。また、体育専門指導員から、幼児に対して遊びを通した運動能力の向上に対する指導をいただき、遊具の効果的な活用が図
られた。

県名 平成２５年度～２６年度 交付対象事業費

市町村名 平成２７年度 評価対象事業



（様式２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　個別事業等実績評価シート 平成２７年１２月時点

福島県 交付期間 23,936千円

田村市 実績評価実施時期 Ａ－１－２

1）事業の実施概要

（注１）様式１の２）に掲げた目標のうち、本様式に記載する事業に係るものを記載する。

（注２）様式１の２）に掲げた目標が複数の事業等を一体的に実施することで達成されると想定される場合、関連する事業等を総括した全体評価による記載も可とする。

県名 平成２５年度～２６年度 交付対象事業費

市町村名 平成２７年度 評価対象事業

効果、変化を踏まえた今後の方策（改善策を含む）（注２）

○体力・運動能力の向上と肥満児童の減少に向けて、更新された児童館の遊具利活用と家庭との連携による運動機会の確保を図る。

事業計画に記載した地域の復興における支障を解決するための目標（注１）（注２）

○　田村市内の児童館３か所における遊具を更新することにより、放射能の不安から外遊びの機会が失われていた子どもの運動機会の増加を図り、子どもたちの体力を向上させる。

【区域全体図】 【事業詳細】
（１）事業概要
　児童館３施設内にある屋外遊具等を更新し、児童、保護者ならびに教職員の不安を払拭し、安心して運動できる環境を整える
必要がある。
地域の児童に健全な遊び場と機会を提供し、体力の増進を図るとともに、児童の自主性、社会性及び創造性を高め、児童福祉の
向上を図るために設置し、幅広い年代の多くの子どもたちに利用してもらう施設整備を行う。

（２）事業の実施状況
　事業発注の入札を平成２６年２月２７日に実施。平成２６年２月２８日に契約。平成２６年９月３０日完了。
　遊具更新後は、児童が遊具を活用しながら楽しく遊びながら体力を向上させる運動を行うことができ、子どもたちの体力向上に
大きな効果を得ることができており、遊具の有効な活用が図られている。
　
　
（３）人口流出及びそれにより生じている地域の振興における支障との関係の評価年度時点での情報を記載
　平成２６年４月１日に本市における避難指示が解除されたが、人口については、原子力災害前後で市の人口４０,４２２名（平成２
２年度国勢調査）の１．０４％にあたる４２１名（全国避難者システム）が平成２６年度１２月１日時点で市外避難しており、市内避難
者を合わせて１，８７３名（田村市災害対策本部調）震災前の人口の４．６３％が避難生活をしている。平成２７年１２月１日現在
は、市外避難者が３２４名であり、市内避難者を合わせて１，４６２名となっている。
　小学校の児童数は平成２３年３月１日時点で２,２８７名が、平成２５年８月１日時点１,９６２名であり、３５２名、１４．２％の減少で
あり、幼稚園は平成２３年３月１日時点２９０名が、平成２５年８月１日時点２６３名と、２７名１０％の減少となっている。平成２７年５
月１日現在では、小学校児童数１，８１６名、幼稚園児２４０名である。
　平成２５年度の全国体力･運動能力調査の結果では，小学校第５学年において全国平均に達していない種目は、男子が８種目
中７種目、女子が８種目中６種目であった。平成２３年度以降、小学校低・中学年において、屋外での運動機会が減少したため、
５０m走に見られるスピード、２０mシャトルランに見られる全身持久力の低下が顕著であった。
　平成２６年度に遊具更新が実施され、同時に公立幼稚園の園児に対する体育指導、小学校の教員を対象にした遊具の安全利
用と運動身体づくりプログラムの研修会を実施した。遊具更新により、外遊びの機会が増え、園児･児童の体力も徐々に向上して
いる。また、平成２７年度の全国体力・運動能力調査の結果では、小学校第５学年において、男子が８種目中３種目、女子が８種
目中４種目において全国平均を上回った。８種目を総合した体力合計点において、全国平均を５０としたときの市の値は、男子に
おいて４６（H２５)から４９(H２７)へ、女子は４８(H２５)から５０（H２７) へと、全国平均レベルまで回復している。
　
（４）その他
　　　船引児童館における遊具利用風景（平成２７年１１月）

事業計画推進による効果・変化（注２）

○劇的に体力が向上したことはないが、放課後に遊具を使用している児童の姿が多く見られるようになったことで、全国体力・運動能力調査体力合計点の全国比達成率が向上した（２５年度男子９３％、女子９７％→２７年度男女とも９９％）。また、遊具を更
新したことで、保護者からの評価も良かった。
○遊具の更新によって子どもたちが安心して遊べる環境が整備され、遊具の利用が増加した結果、肥満児が減少した（２５年度男子：２４．６％、女子１４．１％→２７年度男子：２０．１％、女子９．９％）。



（様式２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　個別事業等実績評価シート 平成２７年１２月時点

福島県 交付期間 173,937千円

田村市 実績評価実施時期 Ａ－１－３

1）事業の実施概要

（注１）様式１の２）に掲げた目標のうち、本様式に記載する事業に係るものを記載する。

（注２）様式１の２）に掲げた目標が複数の事業等を一体的に実施することで達成されると想定される場合、関連する事業等を総括した全体評価による記載も可とする。

効果、変化を踏まえた今後の方策（改善策を含む）（注２）

○各農村公園の遊具更新による運動環境の充実したこと並びに定期的な整備実施による安全な使用環境が確保されていることを広報紙等を活用し住民に周知し、より一層の公園利用者増加を図る。

事業計画に記載した地域の復興における支障を解決するための目標（注１）（注２）

○　田村市内の農村・森林公園８か所における遊具を更新することにより、放射能の不安から外遊びの機会が失われていた子どもの運動機会の増加を図り、子どもたちの体力を向上させる。

【区域全体図】 【事業詳細】

（１）事業概要
　農村公園７施設、森林公園１施設内にある屋外遊具の鉄棒、ブランコ等を、市で行う除染作業と並行して更新し、地域の子ども
が安心して運動する機会を確保するために行う。

（２）事業の実施状況
　事業発注の入札を平成２６年１月に実施。平成２６年３月契約。平成２６年１２月完了。
　遊具の更新によって子どもたちが安心して遊べる環境が整備された結果、利用者数が増加(２５年度：６００人／月→２７年度：
３，６８７人／月）したとともに、遊具を活用して多数の子どもたちが楽しく遊んでいる。

（３）人口流出及びそれにより生じている地域の振興における支障との関係の評価年度時点での情報を記載
　平成２６年４月１日に本市における避難指示が解除されたが、人口については、原子力災害前後で市の人口４０,４２２名（平成２
２年度国勢調査）の１．０４％にあたる４２１名（全国避難者システム）が平成２６年度１２月１日時点で市外避難しており、市内避難
者を合わせて１，８７３名（田村市災害対策本部調）震災前の人口の４．６３％が避難生活をしている。平成２７年１２月１日現在
は、市外避難者が３２４名であり、市内避難者を合わせて１，４６２名となっている。
　小学校の児童数は平成２３年３月１日時点で２,２８７名が、平成２５年８月１日時点１,９６２名であり、３５２名、１４．２％の減少で
あり、幼稚園は平成２３年３月１日時点２９０名が、平成２５年８月１日時点２６３名と、２７名１０％の減少となっている。平成２７年５
月１日現在では、小学校児童数１，８１６名、幼稚園児２４０名である。
　放射線への不安から、幼児や小学生などの子供がいる若い世代の流出が見られ、未来を担う人材が減少していることは、深刻
な問題であり、家族が別々に避難している状況で、コミュニティイベントの開催など、地域の復興に影響を及ぼしている。
　平成２６年度に遊具を更新したことにより、子どもたちが安心して遊べる環境が整備された結果、利用者数が増加した（２５年度
６００人/月→２７年度３，６８７人月）。また、外遊びの機会が増えたことから、肥満児が減少した（２５年度男子：２４．６％、女子１
４．１％→２７年度男子：２０．１％、女子９．９％）。

（４）その他
　　片曽根森林公園（平成２７年８月）

事業計画推進による効果・変化（注２）

○農村公園の新規の遊具設置により田村市内の農村公園利用者が増加した（２５年度６００人/月→２７年度３，６８７人月）。
○遊具の更新によって子どもたちが安心して遊べる環境が整備され、遊具の利用が増加した結果、肥満児が減少した（２５年度男子：２４．６％、女子１４．１％→２７年度男子：２０．１％、女子９．９％）。

県名 平成２５年度～２６年度 交付対象事業費

市町村名 平成２７年度 評価対象事業


